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コンサルティング・ビジネス研究会

経営力向上計画の

有効活用について
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中小企業経営強化税制（経営力向上計画）

経営力向上計画の３大メリット

機械設備について、即時償却または取得価格の10%の税額控除※

を利用できます。例えば3,000万円の設備投資をする場合、
3,000万円全額を償却費に計上するか、10%に当たる300万円
の法人税削減を選択できます。

※当期の法人税の20%を上限 資本金が3,000万円超1億円以下の法人は７％の税額控除

※E類型の「建物及びその附属設備」では、特別償却（最大25%）か税額控除（最大2%）を選択可能

日本政策金融公庫の低金利融資、信用保証協会の債務保証など
資金調達に関する支援制度を利用することができます。

ものづくり補助金や東京都の助成金等を受給すると、利益や法人税等が
増えます。本制度の活用で法人税の削減が図れます。
また、先端設備等導入計画による固定資産税の減免との併用も可能です。

法人税
削減

金融
支援

補助金
との併用
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中小企業経営強化税制（経営力向上計画）

貴社の「営業活動」でのメリット

金融
支援

税制優遇の制度を知らない事業者は多いです。
設備取得に伴い法人税等を削減できる効果があるため、
顧客の資金繰り改善にも貢献できます。

法人税等削減により顧客の手元キャッシュが増えます。
効果を訴求することで、過度な価格競争を回避できます。

顧客の設備投資の全体像を把握できる機会になるため、
追加の提案や製品受注に繋げる事で案件単価が高まります。

付加価値(ﾊﾞﾘｭｰ)
向上

脱・価格競争

追加の提案・受注
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経営力向上計画の概要

経営力向上計画の全ての類型で共通となる要件は以下の通りです。

① 経済産業省が定める中小企業者の要件を満たすこと
 ※直近３事業年度の利益の平均額が15億円を超える法人は対象外

② 指定期間内に経営力向上計画を提出すること（詳細後述）
③ 計画書に示した事業で使用する設備等を取得する（下表参照）
④ 税額控除と償却ともに、上限額に達するまで決算２期に渡り

 控除や償却の税制優遇を利用できます。
 尚、税額控除額は、当該決算期の法人税等の20％までが上限です。
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経営力向上計画 A類型（生産性向上設備）

申請要件
① 一定期間内に販売された設備が対象です。（最新の設備である必要はない）

② 生産性等が旧モデルに比べ、平均１％以上向上する設備が対象です。

③ 上記①②を満たし、工業会等からの「証明書」を発行できる設備が対象です。
※工業会等からの「証明書」とは
一定の要件を満たす設備の場合、工業会から「証明書」が発行されます。
「証明書」の発行可否や発行依頼は、メーカーへ直接お問い合わせください。

A類型の特徴

１）B類型に比べて手続きが簡略化されているため、
設備１台の小規模な設備投資でも、手軽に活用できます。

２）工業会等の「証明書」は、発行までに数日〜１ヶ月以上かかることもあるため、
設備メーカーへ事前に確認することをお勧めします。

３）工業会等の「証明書」を取得できない設備の場合でも、
後述するB類型が活用できます。
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導入顧客：食料品製造する事業者

導入設備：①食品を自動で成形できる機械装置

導入成果：本設備を導入することで、手作業で対応してきた、
 計量・成形作業の自動化が実現しました。
 生産性向上と同時に、人手不足問題の解決につながりました。

経営力向上計画 A類型（生産性向上設備）

対象となる設備

A類型の認定事例

複合機やサーバー、ソフト、券売機の他に、
3Dフリーザーやスチームコンベクションオーブン
なども対象になります。
B類型よりも比較的申請が容易なため、
小規模な設備導入でも利用することができます。
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経営力向上計画 B類型（収益力強化設備）

申請要件

設備を導入することで、年平均の投資利益率*が7％以上となることが
見込める事業計画が対象です。

B類型の特徴

１）工場のライン構築など、大規模な設備投資にも活用できます。

２）減価償却の対象資産であれば、機械装置を設置するための電気やダクトの工事等も
加えることが可能です。

３）設備取得の翌年度から3〜5年間、計画の実施状況を経産局に報告する義務があります。

「営業利益＋減価償却費」の増加額

設備投資額

*年平均の投資利益率は以下の計算式で算定します。
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経営力向上計画 B類型（収益力強化設備）

B類型に関する注意点

B類型の申請では、経営力向上計画の申請前に、経済産業局から「確認書」の認定を得る必要があります。

「確認書」の認定では、「投資利益率が年平均7%以上増加」する根拠を、売上・コスト・生産性等の各要
素に分けて、それぞれ定量的に示すことが求められます。また、提出書類の種類も多くなります。

A類型の申請と比べて難易度が高いため、充分な検討期間が必要です。（根拠資料例は次ページ参照）

難易度高

A類型 B類型

確認書の申請 ・申請書
・設備投資の内容
・基準への適合状況
・基準への適合状況の別紙

(売上・コスト等の根拠資料)

・登記簿謄本の写し
・貸借対照表/損益計算書
・各種図面
・設備投資計画の分かる資料

(取締役会議事録等) 

・見積書
・税理士による確認書
・エントリーシート
・会社案内

経営力向上計画
の申請

・申請書
・工業会証明書

・申請書
・確認書

＜提出書類＞
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経営力向上計画 B類型（収益力強化設備）

【確認書の提出書類(例)】

１．投資計画(例) ※下表の数値は架空のもの ２．投資計画における売上増/コスト減の根拠 ※下表の数値は架空のもの

投資利益率7.1% ≧ 7%

（左記の事業計画を実現できる根拠を記載）
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導入顧客：アスベスト除去工事の事業者

導入設備：①アスベスト含有の分析・測定に必要な機械装置
 ②上記機械を設置するための建物の内装工事

導入成果：本設備を導入することで、専門検査機関に外注していたアスベスト含有の
 事前検査を内製化することが可能になりました。
 約１億円の設備投資でしたが、計画実施後はアスベスト検査から除去工事
 までをワンストップで提供できるようになりました。

経営力向上計画 B類型（収益力強化設備）

対象となる設備

B類型の認定事例

機械装置の他、器具備品や工具、建物付属設備等に該当する設備が対象になります。
壁・床・天井等の基礎工事以外は該当するため、内装工事や工場ラインの構築など
A類型でカバーできない設備投資に使うことができます。
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中小企業経営強化税制（経営力向上計画）

100%即時償却

※実効税率25%と仮定

法人税

250万円
税引前利益

1,000万円

※2期目以降も

1,000万円と仮定

税引後利益

750万円

・機械装置を1期目で全額費用計上
・2期目以降の減価償却はなし

・2期目以降の法人税額は250万円の見込

費用

1,500万円 費用なし 費用なし 費用なし 費用なし

100%即時償却

機械装置1,500万円
を購入

法人税

125万円

税引後利益

375万円

法人税

0円

費用

500万円
税引前利益

1,000万円

※2期目以降も

1,000万円と仮定

機械装置1,500万円
を購入

税引後利益

0円

法人税

125万円

税引後利益

375万円

補
助
金
あ
り

法人税

250万円

税引後利益

750万円

税引前利益

1,000万円

＋

補助金 1,000万円

※2期目以降は

1,000万円と仮定

100%即時償却

費用

1,000万円 費用なし 費用なし 費用なし

法人税

250万円

税引後利益

750万円

・機械装置を2期目までに全額費用計上
(即時償却は2期目まで繰り越し可能)

・3期目以降の減価償却はなし
・3期目以降の法人税額は250万円の見込

10

2期目以降の法人税額も250万円の見込
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中小企業経営強化税制（経営力向上計画）

10%税額控除

※実効税率25%と仮定

機械装置1,500万円
を購入

法人税

140万円

費用300万円 費用300万円 費用300万円 費用300万円 費用300万円機械装置1,500万円
を購入

税引後利益

560万円

法人税

140万円

税引後利益

560万円

補
助
金
あ
り

10%税額控除
(1,500万円×10%

 ＝150万円が上限額)

法人税

340万円

費用300万円 費用300万円 費用300万円 費用300万円 費用300万円

税引後利益

1,360万円

法人税

140万円

税引後利益

560万円

1期目：425万円×20%=85万円
2期目：175万円×20%=35万円
法人税額計120万円まで控除可能

※3期目以降の法人税額は175万円

1期目：175万円×20%=35万円
2期目：175万円×20%=35万円
法人税額計70万円まで控除可能

※3期目以降の法人税額は175万円

法人税

175万円

税引後利益

525万円

税引前利益

1,000万円

※2期目以降も

1,000万円と仮定

税引前利益

1,000万円

＋

補助金 1,000万円

※2期目以降は

1,000万円と仮定

法人税

250万円

税引後利益

750万円

10%税額控除
(1,500万円×10%

＝150万円が上限額)

法人税

175万円

税引後利益

525万円

11

2期目以降の法人税額も250万円の見込
税引前利益

1,000万円

※2期目以降も

1,000万円と仮定
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中小企業経営強化税制（税制優遇の比較）

100%即時償却

10%税額控除

※実効税率25%と仮定

12

・機械装置を1期目で全額費用計上
・2期目以降の減価償却はなし
・2期目以降の法人税額は250万円の見込

費用

1,500万円 費用なし 費用なし 費用なし 費用なし

100%即時償却

機械装置1,500万円
を購入

法人税

125万円

税引後利益

375万円

補
助
金
あ
り

法人税

250万円

税引後利益

750万円

税引前利益

1,000万円

＋

補助金 1,000万円

※2期目以降は

1,000万円と仮定

機械装置1,500万円
を購入補

助
金
あ
り

10%税額控除
(1,500万円×10%

 ＝150万円が上限額)

法人税

340万円

費用300万円 費用300万円 費用300万円 費用300万円 費用300万円

税引後利益

1,360万円

法人税

140万円

税引後利益

560万円

1期目：425万円×20%=85万円

2期目：175万円×20%=35万円
法人税額計120万円まで控除可能

※3期目以降の法人税額は175万円

法人税

175万円

税引後利益

525万円

税引前利益

1,000万円

＋

補助金 1,000万円

※2期目以降は

1,000万円と仮定
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A類型の申請スケジュール

工
業
会
証
明
書
の
申
請

工
業
会
証
明
書
の
発
行

設
備
取
得

事
業
供
用

事
業
年
度
末

確
定
申
告

3月末

経
営
力
向
上
計
画
申
請
（
到
達
）

標準処理30日

1月中旬 (3月末決算
の場合)

設備取得から申請受理まで60日以内

2月中旬

経
営
力
向
上
計
画
の
認
定

決算日の２か月以上前までにご依頼いただくようお願いします。

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
依
頼

12月中旬

13
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B類型の申請スケジュール

確
認
書
の
作
成
に
着
手

経
産
局
に
確
認
書
を
申
請
（
到
達
）

経
産
局
か
ら
確
認
書
の
発
行

設
備
取
得

事
業
供
用

事
業
年
度
末

確
定
申
告

3月末

経
営
力
向
上
計
画
申
請
（
到
達
）

標準処理30日

標準処理1か月＋指摘事項の修正1か月

12月中旬

(

事
業
者 ⇒

 

経
産
局)

11月中旬 (3月末決算
の場合)

設備取得から申請(到達)まで
60日以内

2月中旬

経
営
力
向
上
計
画
の
認
定

以下は特例のスケジュールです。確認書は必ず設備取得前に申請してください。
決算日の４か月以上前までにご依頼いただくようお願いします。

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
依
頼

1月上旬

(

経
産
局 ⇒

 

事
業
者)

14
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お客様にご用意いただく資料および報酬(案)

提出書類 用途・必要な時期 対応者

設備等の見積書 申請書類の作成に使用 当社の営業担当

【A類型】工業会証明書 経営力向上計画の申請時に提出 当社の営業担当

【B類型】事前確認書 「確認書」の申請時に提出 公認会計士または税理士
に作成依頼

【B類型】登記簿謄本の写し 「確認書」の申請時に提出 お客様

【B類型】建物図面、レイアウト図面等
(設備の現況と設備投資後の状況を確認できる資料)

【B類型】本申請書の根拠となる資料
(社内で決裁された投資計画・稟議書等)

【B類型】
貸借対照表・損益計算書等(直近1年分)

基本料金 (着手金) A類型： 経営力向上計画(10万) 

B類型： 経営力向上計画(10万) ＋ 確認書(10万) ＝ 20万円

成果報酬 設備投資の規模に応じて、個別に見積もりいたします

※オプション
先端設備等導入計画

上記と併用で、固定資産税が優遇される先端設備等導入計画を申請する場合は
設備投資の規模に応じて、個別に見積もりいたします

＜報酬(案)＞
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経営力向上計画と併用できる制度の紹介（先端設備等導入計画）

【適用要件】

1. 先端設備等導入計画の申請・認定

2. 投資利益率が年平均5%以上が見込まれる先端設備の導入

＊年平均投資利益率＝（営業利益＋減価償却費）の増加額/設備投資額 

【対象設備】

【必要書類】

1. 「先端設備等導入計画」 の 「事前確認書」 を認定支援機関から取得

2. 「先端設備等導入計画」 を申請し、市区町村から 「計画認定書」 を取得

【対象企業】

✓ 資本金1億円以下の法人

✓ 従業員1,000名以下の個人事業主等

※大企業（資本金1億円超）の子会社等を除く

【適用期間】

✓ 2027年3月31日までの取得

優遇
措置

新規取得設備の固定資産税

       3年～5年間：4分の1～2分の1

設備の種類 最低価額

機械装置 160万円以上

工具 30万円以上

器具備品 30万円以上

建物附属設備 60万円以上

＊ソフトウェアは対象外

申
請
支
援
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先端設備導入計画との並行利用

３大メリット

賃上げ方針を従業員に表明する場合は、固定資産税が
最大５年間、１/4に軽減されるなど、高額な設備を
購入する際、大きなメリットを受けることができます。

固定資産税が
5年間最大
1/4に軽減

設備投資を伴う「ものづくり補助金」など補助金・助成金や、
法人税軽減のメリットを受けられる「経営力向上計画」との
併用も可能です。

金融機関から借入をする際、信用保証協会の保証枠につき
通常枠とは別枠が設定され、借入が円滑になります。

信用保証
の別枠

3

補助金
との併用可能

2

1

先端設備導入計画は、経営力向上計画と並行して申請することで、
固定資産税が控除されます。
設備取得（検収等）より前の申請および認定が必須ですので
設備納入までのスケジュールに留意する必要があります。
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